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第２期「ふくおか子ども・子育て応援総合プラン」の 

令和３年度実施状況について 

 

１ 計画の概要 

(1) 計画の位置づけ 

○ 少子化の流れを変えることを目指し、子育てを地域全体で支え、応援していく社会づ

くりをさらに進めていくため、子ども・子育て支援法第６２条及び次世代育成支援対策

推進法第９条に基づく計画を一体的に策定。 

○ 策定時期：令和２年３月 

○ 計画期間：令和２年度～令和６年度 

 

(2) 計画の施策体系 

【基本的方向】 

① 若者が結婚や子育てに夢や希望を持つ社会づくり 

② 子どもを安心して生み育てることができる社会づくり 

③ 子どもの健やかな育ちと自立を応援する社会づくり 

【施策の柱】 

① 若者が結婚・子育てに希望を持つ社会づくりの推進 

② 子育てと仕事が両立できる環境の整備 

③ 子どもと母性の健康の確保と増進 

④ 地域での子育てを支える体制の整備 

⑤ 子どもの安全と安心を確保する生活環境の整備 

⑥ 子どもの健やかな成長のための教育環境の整備 

⑦ きめ細やかな対応が必要な子どもへの支援 

 

(3) 計画の目標 

政策目標 基準値（2018年） 確認方法 

「理想の子どもの
数」と「実際に持つ
つもりの子どもの
数」の増加とその
差の縮小 

 「理想の子どもの数」       2.44人（※） 

 「実際に持つつもりの子どもの数」2.08人（※） 

 理想と実際の差                0.36人 

福岡県「子育て等

に関する県民意識

調査」 

平均初婚年齢の上

昇の抑制 

夫 30.8歳 

妻 29.3歳 

厚生労働省 

「人口動態統計」 

合計特殊出生率の

上昇 
1.49 

厚生労働省 

「人口動態統計」 

※ 回答のあった子どもの数の合計÷有効回答者数（調査対象：3,702人） 
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２ 本県の少子化の現状 

  本県の出生数は、平成２８年以降６年連続で減少し、昭和４０年代後半と比べると半分程

度の水準にあり、過去５年間で約１５％の減少となっている。出生率は全国的には高い水準

にあるものの、同様に減少傾向が続いている。 

  婚姻件数は、昭和４７年をピークに減少傾向が続いているが、新型コロナウイルス感染症

の影響もあり、令和３年は前年比で７３６組の減少、過去３年間で約１３％の大幅な減少と

なっている。 

  このように、婚姻件数が低調なことにより、中長期的には出生数が平常時に期待される水

準を下回る可能性も指摘されており、今後の推移を注視していく必要がある。 

 指 標 令和２年 令和３年 増 減 全国順位 

①  

出生数     38,966人     37,540人  ▲ 1,426人 第 7位 

出生率  

※千人当たり 

        7.7 

（全国） 6.8 

        7.4 

（全国） 6.6 

▲ 0.3  

（全国）▲ 0.2 

第 2位 

 

② 合計特殊出生率 
1.41 

（全国）1.33 

1.37 

（全国）1.30 

       ▲ 0.04  

（全国）▲ 0.03 

第 27位 

 

③ 婚姻件数   22,745組   22,009組     ▲ 736組 第 7位 

３ 施策・事業の取組状況と目標数値の進捗状況 

出会い・結婚、妊娠・出産、子育てのそれぞれのライフステージに応じた７つの施策の柱

の下、３２４の施策・事業について、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う社会経済活動

等の環境の変化に応じた事業見直し等を行いながら取り組んできた（各施策・事業の取組状

況は【別紙①】のとおり）。 

分類 施策・事業数 

当初の計画に新たなコロナ対策等を追加して実施したもの 45 

当初の計画を実施するために方法等を変更したもの 135 

施策・事業の実施にあたり、規模や回数等を縮小したもの 

また、施策・事業のうち、その一部を中止・延期したもの 
69 

施策・事業そのものを中止または延期したもの 10 

第２期プランでは、３４事業において４１の目標数値を設定。令和３年度時点で、目標を

達成したものが４目標、順調に進捗しているものが２２目標。 

一方で、「出会いから結婚へつなげるための支援」など、令和３年度時点の進捗が遅いもの

や、新型コロナウイルス感染症の影響等で一時的に実績が基準値以下のものもある。 

全ての目標数値の達成に向けて、事業実施方法等の見直しを検討しながら、引き続きしっ

かり取り組んでいく（各目標数値の進捗状況については【別紙②】のとおり）。 

評 価 区 分 目標数 

Ａ 目標を達成したもの 4 

Ｂ R3実績が年度進捗の 8割以上を達成したもの 22 

Ｃ R3実績が年度進捗の 8割に満たないもの 7 

Ｄ R3実績が基準値以下のもの 6 

Ｅ R3実績がないため、評価できないもの 2 

合   計 41 
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【実績が低調な目標数値】 

1-1 

項目（目標内容） 基準値 実績値 目標値 

求職者の状況に応じたきめ細かな就職支援（年代別セ

ンター（20代・30代）における就職決定率） 

78.1％ 

（H30年度） 

73.4％ 

（R3年度） 

80.0％ 

（R6年度） 

目標数値達成に向けた取組内容 

・求人の改善傾向は続いているものの、新型コロナウイルス感染症の影響で、企業の採用活動が停滞

し、企業の新規求人数が減少したことにより、就職決定者数が減少したため、就職決定率が低下し

た。 

・新型コロナウイルス感染症の影響による採用活動や就職活動での WEB の増加を踏まえ、センター

において、WEBの活用による個別相談やセミナーを積極的に行い、効率的・効果的な就職支援を行う。 

4-1 

項目（目標内容） 基準値 実績値 目標値 

出会いから結婚へつなげるための支援（出会い応援イ

ベント参加者数） 

8,566人 

（H30年度） 

4,140人 

（R3年度） 

維持 

（R6年度） 

目標数値達成に向けた取組内容 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、感染状況悪化時の出会いイベント中止、感染を危惧した

ことによる応募者数の減少、また、３密を回避するため少人数やオンラインでのイベント開催が主

流となったことにより、目標を下回る結果となった。 

・応援団体に対し、感染防止対策により増加する経費への助成や、イベント補助オペレーターの配置

などを実施することで、出会いイベントの開催数及び参加人数の増加に取り組む。 

・また、ふくおかよかとこ移住センターと連携したオンラインイベントや、複数市町村や包括提携企

業と連携した出会いイベントを積極的に提案し、異業種間交流イベント開催を積極的に呼びかける。 

7 

項目（目標内容） 基準値 実績値 目標値 

ひとり親サポートセンター事業（ひとり親サポートセ

ンターの登録者の就職率） 

64％ 

（H30年度） 

58.3％ 

（R3年度） 

75％ 

（R3年度） 

目標数値達成に向けた取組内容 

・新型コロナウイルス感染症前と比較して就職者が減少しており、その要因として求人の減少が影

響している可能性がある。 

・経済状況に左右されず、着実な就業につながるよう、看護師・准看護師、作業療法士等の資格取得

のための給付金の活用や、ファイナンシャルプランナー、調剤薬局事務等の就業支援講習会の受講

を積極的に促していくとともに、ハローワーク等と連携したきめ細やかな就業支援を実施する。 

 

※当初目標値は「令和３年度までに 75%」だったが、「福岡県総合計画」の見直しにあわせて、目標

値を「令和８年度までに 79.5％」に見直す。 
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12 

項目（目標内容） 基準値 実績値 目標値 

保護者向けの電話相談（#8000）（小児救急電話相談件

数） 

57,300件 

（R1年度） 

49,105件 

（R3年度） 

64,200件 

（R6年度） 

目標数値達成に向けた取組内容 

・発熱や咳など新型コロナウイルス感染症が疑われる症状での相談が、新型コロナ専用相談ダイヤ

ルに流れ、また、手指消毒等の感染対策の影響もあり、相談件数が減少したと考えられる。 

・ 電話がつながりにくいという状況を改善するため、令和 3 年 11 月に相談受付回線の増設を行っ

たことから、今後、更なる相談件数の増加が見込まれるものと思料される。 

・救急医療電話相談と併せた広報等（県ホームページなど県広報媒体の活用、啓発物品の作成・配

付）により、事業の一層の周知を図り、電話相談件数の増加を目指す。 

15 

項目（目標内容） 基準値 実績値 目標値 

延長保育の拡大（実施施設数） 
1,125か所 

（R1年度） 

1,034か所 

（R3年度） 

1,210か所 

（R6年度） 

目標数値達成に向けた取組内容 

・実施主体である市町村が地域の実情に応じて計画的な提供体制の確保を進めているが、令和３年

度も新型コロナウイルス感染症の影響により、利用者数が減少し、それに伴い実施施設数が減少し

ている。 

・今後も市町村担当者向け説明会の開催等により、市町村の実態に応じた円滑な事業実施を支援す

る。 

17 

項目（目標内容） 基準値 実績値 目標値 

小学校と幼稚園等の連携（幼稚園・保育所・認定こども

園と合同で研修会を実施した小学校の割合） 

64％ 

（H30年度） 

54.8％ 

（R3年度） 

80％ 

（R6年度） 

目標数値達成に向けた取組内容 

・令和３年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、集合型での研修実施が難しい状況で

あったため、数値が減少した。 

・今後、新任校（園）長研修等において、幼保小の接続の充実に向けたポイントを示したチラシを配

布するとともに、ICT機器を活用した交流方法等を紹介する等して、合同研修会の実施率の向上を図

る。 

・また、令和４年度福岡県幼稚園教育課程研究協議会において、協議主題を、「「幼児教育と小学校教

育の架け橋特別委員会」における議論等を踏まえ、幼児教育と小学校教育の円滑な接続の推進につ

いて」とし、実践発表及び協議を行い、園や学校の実態に応じた連携強化の取組みへとつなげてい

く。 
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26 

項目（目標内容） 基準値 実績値 目標値 

学校における食育、家庭と連携した食育（朝食を食べる

習慣が定着している児童の割合（公立小学校）） 

93.3％ 

（全国 95.5％） 

（R1年度） 

93.1％ 

（全国 94.9％） 

（R3年度） 

全国平均以上 

（R3年度） 

目標数値達成に向けた取組内容 

・県平均、全国平均ともに数値は減少傾向にあり、新型コロナウイルス感染症による基本的生活習慣

の乱れが起床時間の遅れにつながり、朝食の定着に影響を及ぼしているものと考えられる。 

・朝食の定着を促進するためには、家庭での取組が必要であることから、基本的生活習慣等の定着を

促進する「ふくおか家庭教育支援事業」や「”新”家庭教育宣言」（福岡県ＰＴＡ連合会）と連携し、

効果的な家庭への啓発を行う。取組の一つとして、学校と家庭が一体となって取組を推進するため

に、学校での食育の取組状況や朝食を欠食することによる身体への影響等を「朝食いきいきシート」

などを通じて家庭に啓発する。 

※当初目標値は R6年度までに全国平均以上だったが、「福岡県総合計画」の見直しにあわせて、今年

度を基準とし、目標値を「R8年度までに全国平均以上」に修正するもの。 

27 

項目（目標内容） 基準値 実績値 目標値 

市町村子ども家庭相談支援体制の充実（子ども家庭総

合支援拠点の設置市町村） 

5市町村 

（H30年度） 

21市町村 

（R3年度） 

60市町村 

（R6年度） 

目標数値達成に向けた取組内容 

・これまでの取組みにより、現在、市町村において設置が進んでいる状況にあり、令和 4年度末時点

では 50市町村に達する見込みである。 

・引き続き、設置を検討中の市町村に対して、拠点の役割や必要性、国の財政支援制度について啓発

を図るとともに、設置に向けた個別課題の明確化及びその解消方法について助言を行う。 

28 

項目（目標内容） 基準値 実績値 目標値 

特別養子縁組の普及啓発（特別養子縁組成立件数（政令

市除く）） 

4件 

（H30年度） 

4件 

（R3年度） 

8件 

（R6年度） 

目標数値達成に向けた取組内容 

・特別養子縁組については、申立に基づき家庭裁判所が調査を行い、成立させることが必要である

が、新型コロナの影響により、調査に時間を要した事案があったため、Ｒ３年度実績は４件に留まっ

た。 

・里親制度説明会等で、特別養子縁組制度や新生児里親委託について説明し、里親の開拓に努めると

ともに、保護者への丁寧な説明により理解を求め、必要な子どもについては特別養子縁組につない

でいく。 
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29-1 

29-2 

29-3 

項目（目標内容） 
 基準値 

（H30年度） 

実績値 

（R3年度） 

目標値 

（R6年度） 

里親制度の推進（要保護児童の里親等への委

託率（政令市を除く）） 

3歳未満 10％ 15.4％ 52％ 

就学前 16％ 20.3％ 47％ 

就学期以降 23％ 25.7％ 30％ 

目標数値達成に向けた取組内容 

・里親等委託率については、① 親権者から里親委託の同意をとれない事案が多かったこと、② 乳

幼児については、受け入れを希望する里親が不足していること、③ きょうだい児や、問題を抱える

子ども等に対応できる里親が不足していることなどの理由により、目標が未達成となっている。 

・里親等への委託を更に進めていくためには、子どものニーズに合わせた多様な里親を県内に幅広

く確保・育成するとともに、里親や児童相談所、施設の里親支援専門相談員、民間フォスタリング機

関などの関係機関が連携し、チームとなって養育にあたることができる体制を強化する必要がある。 

・令和４年度から県内全ての児相管内（福岡・久留米・田川・大牟田・宗像・京築）において、フォ

スタリング機関を整備。今後、これらの機関と連携し、さらなる里親の開拓を進め、委託先を拡大す

るとともに、里親家庭の養育を支援する。 

30 

項目（目標内容） 基準値 実績値 目標値 

施設のケア形態の小規模化・地域分散化の推進（地域小

規模児童養護施設及びグループケアへ措置した子ども

の割合（政令市を除く）） 

14％ 

（H30年度） 

16％ 

（R3年度） 

40％ 

（R6年度） 

目標数値達成に向けた取組内容 

・目標達成に向けては、県が児童を措置するための受け皿となる地域小規模児童養護施設の開設が

必要であるが、国の規定する定員６名を満たす物件や人材の確保が困難であったことから、準備に

時間を要し、開設にいたらなかった。 

・こうした状況を踏まえ、定員要件の緩和を国に要望し、令和３年度末に４名～６名に定員要件が緩

和された。 

・人材確保についても、地域小規模児童養護施設の運営には、本園以上の職員の配置基準が求められ

るため、県福祉人材センターにおける無料職業紹介事業や合同就職面談会の開催に加え、令和４年

度は、新たに児童指導員の資格要件を目指す者を補助者として雇用、育成する施設に対して、その費

用を助成し、人材確保を支援している。 

・県は、引き続き、必要な対策を講じていくとともに、国の支援制度の活用等を促し、地域小規模児

童養護施設及び分園型小規模グループケア施設の開設業務及び措置委託の推進に努める。 

 



※合計特殊出生率：15～49歳の女性の年齢別出生率を合計したもの。
女性が一生の間に生む子どもの数に相当

-７-

資料

①福岡県の出生数と出生率の推移

②福岡県の合計特殊出生率の推移

※ 厚生労働省 ｢人口動態統計調査｣

③婚姻件数及び婚姻率の推移

※ 厚生労働省 ｢人口動態統計調査｣
※ 婚姻率：人口千人当たりの婚姻件数

※出生率： 人口千人当たりの出生数
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出生数（福岡県） 出生率（福岡県） 出生率（全国）

平成23年
出生数 46,220人
出生率 本県 9.2

全国 8.3

昭和48年
出生数 75,097人
出生率本県 18.3

全国 19.4

平成28年
出生数 44,033人
出生率 本県 8.7

全国 7.8

令和３年
出生数 37,540人
出生率本県 7.4

全国 6.6

（人） （出生率）

（年）

令和２年
出生数 38,966人
出生率本県 7.7

全国 6.8

令和元年
出生数 39,754人
出生率本県 7.9

全国 7.0
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全国 福岡県

平成元年
(1.57ショック)
本県 1.54
全国 1.57

平成23年
本県 1.42
全国 1.39

平成28年
本県 1.50
全国 1.44

令和３年
本県 1.37
全国 1.30

平成15・16年
本県 1.25
全国 1.29

令和元年
本県 1.44
全国 1.36

昭和48年
本県 2.02
全国 2.14

※1.57ショック：ひのえうま（昭和41年）の合計特殊出生率1.58を初めて下回る

（年）

※ 厚生労働省 「人口動態統計調査｣

※ 厚生労働省 「人口動態統計調査｣
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婚姻件数（福岡県） 婚姻率（福岡県）
（年）

（組）

令和３年
婚姻件数 22,009組
婚姻率 4.4

令和２年
婚姻件数 22,745組
婚姻率 4.5

令和元年
婚姻件数 25,777組
婚姻率 5.1

平成28年
婚姻件数 26,567組
婚姻率 5.3

平成23年
婚姻件数 28,008組
婚姻率 5.6

昭和47年
婚姻件数 40,903組
婚姻率 10.1

令和２年
本県 1.41
全国 1.33
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20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

⑥ 福岡県の年齢階層別未婚率の推移

※ 総務省 ｢国勢調査｣

⑤ 理想の子どもの数と実際に持つつもりの子どもの数

※ 県 ｢子育て等に関する県民意識調査（Ｈ25、Ｈ30）｣

【実際に持つつもりの子どもの数】【理想の子どもの数】

◎理想の子どもの数と実際に持つつもりの子どもの数の差：0.36人 （平成25年度調査から0.03人縮小）

④ 平均初婚年齢の推移
（歳）

※ 厚生労働省 ｢人口動態統計調査｣

女性男性

H25年度 H30年度

①理想の子どもの数 2.48人 2.44人

②実際に持つつもりの子どもの数 2.09人 2.08人

③差引（①‐②） 0.39人 0.36人

S45年 S55年 S60年 H2年 H7年 H12年 H17年 H22年 H27年 R1年 R2年 R3年
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⑨ 夫婦の完結出生児数

⑧ 福岡県の母親の年齢階層別出生数の推移

※ 厚生労働省 ｢人口動態統計調査｣

（人）

⑦ 50歳時未婚率（生涯未婚率）の年次推移

※ 国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」

※ 50歳時未婚率（生涯未婚率）：45～49歳と50～54歳未婚率の平均値

（％）

※ 国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」

S50年 S55年 S60年 H2年 H7年 H12年 H17年 H22年 H27年 R2年

福岡県 1.99  2.46  3.48  4.59  7.51  10.91  14.31  18.77  22.04  26.66  

全国 2.12  2.60  3.89  5.57  8.99  12.57  15.96  20.14  23.37  28.25  

福岡県 4.46  4.96  5.22  5.58  6.72  7.56  9.00  12.60  16.08  19.66  

全国 4.32  4.45  4.32  4.33  5.10  5.82  7.25  10.61  14.06  17.81  
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女性

748 729 463 438 373
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※ 対象：結婚持続期間が15～19年の初婚同士の夫
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※ 対象：結婚持続期間が15～19年の初婚同士の夫婦


